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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第２四半期連結
累計期間

第48期
第２四半期連結
累計期間

第47期
第２四半期連結
会計期間

第48期
第２四半期連結
会計期間

第47期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 22,009,41424,918,41512,111,43212,162,12544,998,911

経常利益（千円） 3,974,2354,434,2282,514,1011,849,5827,022,718

四半期（当期）純利益（千円） 2,559,7452,594,0781,551,6031,033,3454,510,802

純資産額（千円） － － 25,898,46529,450,92727,577,011

総資産額（千円） － － 46,232,59351,783,93349,308,977

１株当たり純資産額（円） － － 1,700.721,934.001,810.93

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
168.15 170.41 101.93 67.88 296.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 56.0 56.9 55.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,795,7013,303,572 － － 8,446,334

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,252,425△2,674,641 － － △4,452,166

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△895,598△103,679 － － △1,389,233

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 8,739,84211,767,30511,551,005

従業員数（人） － － 4,980 5,010 5,045

　（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　 

 

３【関係会社の状況】

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　　　　 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 5,010 (1,720)

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（派遣社員）数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数

で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,321(64)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（派遣社員）数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載

しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

生産金額（千円） 前年同四半期比（％）

電気・電子部品事業 8,856,329 －

自動車部品事業 3,526,968 －

設備事業 1,103,012 －

合計 13,486,309 －

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ２．電気・電子部品事業及び自動車部品事業には、自社生産設備となるものが含まれております。

(2）受注状況

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

電気・電子部品事業 7,715,593 － 1,827,661 －

自動車部品事業 3,166,803 － 322,477 －

設備事業 667,151 － 692,098 －

合計 11,549,548 － 2,842,237 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

販売金額（千円） 前年同四半期比（％）

電気・電子部品事業 7,857,568 －

自動車部品事業 3,137,388 －

設備事業 1,167,168 －

合計 12,162,125 －

（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社デンソー 1,986,564 16.4 2,203,118 18.1

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

 （1）業績の状況

当第２四半期連結会計期間における世界経済は、中国等の新興国経済は需要刺激策による公共投資等の堅調な

内需や輸出の増加により生産の増加が続きましたが、景気が持ち直し始めた米国等の先進国経済では需要刺激策

の波及効果の弱まりや新興国向けの輸出の減速等により景気回復力は弱く、雇用も期待したほどには回復せず、

全体として景気回復は非常に緩やかなものになりました。

　わが国経済は、需要刺激策の波及効果により生産の回復が続きましたが、急激な円高の進行等により輸出の伸び

が鈍化し、企業も景気の先行きに警戒感を強めたため投資と雇用の過剰感が解消せず、所得・雇用環境の改善が

進まない中、景気回復のテンポは非常に緩やかになりました。

　このような経済環境の中で当社グループは、電気・電子部品事業においては、ＬＥＤバックライト光源を使用し

たノートパソコン向けの細線同軸コネクタが順調に推移し、タブレットパソコンも好調な売れ行きを示したこと

から、タブレットパソコン向けの細線同軸コネクタが好調に推移いたしました。また、無線ＬＡＮ用の超小型同軸

コネクタも比較的順調に推移いたしました。自動車部品事業は、日本のエコカー補助金の打ち切りを前にした駆

け込み需要等により、回復基調を維持いたしました。また、設備事業につきましては、半導体市場において一部に

在庫調整の動きが見られたものの、設備需要の回復が続き、半導体樹脂封止装置等は概ね順調に推移いたしまし

た。

　その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は12,162百万円（前年同四半期比0.4％増）、営業利益1,912百万

円（前年同四半期比35.1％減）、経常利益1,849百万円（前年同四半期比26.4％減）となり、四半期純利益は

1,033百万円（前年同四半期比33.4％減）となりました。

　なお、セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

　①　電気・電子部品事業

  欧米経済の先行き不安による購買意欲の低下により、ノートパソコン等、一部において在庫調整に入る兆し

が見られましたが、バックライトにＬＥＤを使用するノートパソコン向けの細線同軸コネクタについては引き

続き順調に推移いたしました。また、タッチパネル方式の新型携帯端末であるタブレットパソコンの売れ行き

が好調であったことから、タブレットパソコンに採用されている細線同軸コネクタも好調に推移いたしまし

た。高周波対応の無線ＬＡＮ用超小型同軸コネクタも高速無線技術を利用するパソコンやデジタルカメラ等の

需要が増加し、比較的順調に推移いたしました。

  ＨＤＤ用機構部品は、ノートパソコン等、一部において在庫調整に入る兆しが見られ、ほぼ横ばいで推移いた

しました。

  この結果、当事業の当第２四半期連結会計期間の売上高は7,857百万円となり、営業利益は1,782百万円とな

りました。

　　 

　②　自動車部品事業

  日本ではエコカー補助金の打ち切りを前にした駆け込み需要により新車販売が増加し、国内の自動車生産も

増加したこと等により、環境対応車を中心に需要が回復基調を維持したことから、車載用センサーをはじめ、自

動車関連部品等も回復基調を維持いたしました。

  この結果、当事業の当第２四半期連結会計期間の売上高は3,137百万円となり、営業利益は377百万円となり

ました。 
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　③　設備事業

  半導体市場において、世界経済の先行き不透明感を背景にパソコンやデジタル家電等の購買意欲が低下し、

一部に在庫調整の動きが見られたものの、半導体メーカーの設備需要の回復が続き、半導体樹脂封止装置等は

概ね順調に推移いたしました。

  この結果、当事業の当第２四半期連結会計期間の売上高は1,167百万円となり、営業利益は97百万円となりま

した。

　

　なお、第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）の適用に伴いセグメント区分を変更しているため、セグメントの業績の前年同四半

期との比較は行っておりません。

　

 （2）財政状態の分析

  当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して2,474百万円増加し、51,783百万円（前

年同四半期46,232百万円）となりました。

　資産につきましては、流動資産は、受取手形及び売掛金の増加763百万円、仕掛品の増加487百万円及び製品の増

加455百万円、現金及び預金の増加375百万円等により2,035百万円の増加となり、固定資産は、工具、器具及び備品

の減少310百万円、機械装置及び運搬具の減少136百万円、建物及び構築物の減少116百万円等がありましたが、自

社生産設備の増加及び連結子会社である松江第一精工株式会社の工場建設等による建設仮勘定の増加1,051百万

円等により439百万円増加しました。

　負債につきましては、流動負債は、支払手形及び買掛金の増加418百万円等がありましたが、1年内償還予定の社

債の減少1,617百万円等により1,248百万円の減少となり、固定負債は、長期借入金の増加1,783百万円等により

1,849百万円増加し、負債残高は601百万円増加の22,333百万円（前年同四半期20,334百万円）となりました。

　純資産につきましては、四半期純利益の計上による利益剰余金の増加2,441百万円及び投資対象国通貨との対比

で円高が進んだことによる為替換算調整勘定（借方残高）の増加556百万円等により1,873百万円増加し、29,450

百万円（前年同四半期25,898百万円）となりました。

 

 （3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間

末と比較して416百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には11,767百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の増加は、1,810百万円（前年同四半期比113.6％増）となりました。これは主に売上債権

の増加額782百万円及び法人税等の支払額452百万円による資金の減少があったものの、税金等調整前四半期純

利益が1,812百万円、減価償却費が1,168百万円発生したことによるものであります。

 

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の減少は、1,931百万円（前年同四半期比178.0％の支出増）となりました。これは主に有

形固定資産の取得による支出1,867百万円があったことによるものであります。

 

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の増加は、166百万円（前年同四半期は268百万円の減少）となりました。これは主に長期

借入金の返済による支出1,078百万円、短期借入金の純減額370百万円及び社債の償還による支出135百万円によ

る資金の減少があったものの、長期借入れによる収入1,900百万円があったことによるものであります。

 

　 （4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　 （5）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、243百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

(2）設備の新設、除却等の計画

①　重要な設備計画の変更

    当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はありません。

　

②　重要な設備の新設等

   　　　 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。　

会社名 所在地
セグメント
の名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定
総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

松江第一精工

株式会社

本社・工場

（島根県　

松江市）

電気・電子

部品事業
生産設備 720,00053,000自己資金 平成 22.11平成 23.3

（注）１．完成後の増加能力につきましては、生産品目が多種多様にわたっており、算定が困難であるため

記載しておりません。

      ２．上記金額には、消費税等は含んでおりません。

　

③　重要な設備計画の完了

  前四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、提出会社における基幹情報システムの増設は平成

22年９月に完了しております。

 

 

EDINET提出書類

第一精工株式会社(E01876)

四半期報告書

 7/26



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,222,800 15,222,800

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 15,222,800 15,222,800 － －

　（注）第２四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱであります。なお、大阪証券

取引所ＪＡＳＤＡＱは、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス及びＮＥＯとともに、新たに開設された同

取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタ

ンダード）であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日　
－ 15,222,800 － 5,287,940 － 4,812,216
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

　株式会社ディー・エム・シー 　京都市伏見区桃山町三河69－15 3,964 26.04

　株式会社ＤＩＴ 　京都市伏見区桃山町三河69－15 3,000 19.70

  日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
  東京都中央区晴海1丁目8－11 1,311 8.61

  第一精工従業員持株会   京都市伏見区桃山町根来12－4 965 6.34

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
  東京都港区浜松町2丁目11－3 878 5.76

   小西　英樹   京都市伏見区 841 5.52

  小西　達也 　福岡市中央区 240 1.57

  野村信託銀行株式会社（投信

口）
　東京都千代田区大手町2丁目2－2 182 1.19

 小西　玲仁   横浜市青葉区 160 1.05

　福元　哲巳    福岡県春日市 136 0.89

計 － 11,679 76.72

　（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、野

村信託銀行株式会社（投信口）の所有株式は、すべて信託業務に係るものであります。
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（７）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,221,600 152,216 －

単元未満株式 普通株式      1,200 － －

発行済株式総数 15,222,800 － －

総株主の議決権 － 152,216 －

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

 

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 3,405 3,260 4,035 3,910 3,600 4,090

最低（円） 3,040 2,026 2,860 3,385 3,000 3,150

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　

  　役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

専務取締役
社長補佐・事業統括兼

新規事業担当
専務取締役

社長補佐・事業統括兼

技術開発本部長兼新規

事業担当

福元　哲巳 平成22年９月16日

取締役
副事業統括兼技術開発

本部長
取締役 設備事業本部長 緒方　健治 平成22年９月16日
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第５【経理の状況】

　

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,657,027 12,281,956

受取手形及び売掛金 10,141,540 9,378,477

製品 4,012,676 3,557,388

仕掛品 1,944,717 1,457,123

原材料及び貯蔵品 1,028,416 1,129,658

繰延税金資産 908,201 987,553

その他 725,302 599,599

貸倒引当金 △4,933 △13,896

流動資産合計 31,412,949 29,377,862

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,060,016 7,930,296

減価償却累計額 △4,566,914 △4,320,298

建物及び構築物（純額） 3,493,101 3,609,997

機械装置及び運搬具 17,969,133 17,523,595

減価償却累計額 △11,682,786 △11,100,929

機械装置及び運搬具（純額） 6,286,346 6,422,665

工具、器具及び備品 14,705,939 14,222,805

減価償却累計額 △12,601,174 △11,807,356

工具、器具及び備品（純額） 2,104,764 2,415,448

土地 3,414,041 3,407,810

建設仮勘定 2,281,244 1,230,060

有形固定資産合計 17,579,498 17,085,983

無形固定資産

その他 1,628,032 1,650,279

無形固定資産合計 1,628,032 1,650,279

投資その他の資産

繰延税金資産 439,150 442,554

その他 743,182 771,177

貸倒引当金 △18,880 △18,880

投資その他の資産合計 1,163,452 1,194,851

固定資産合計 20,370,983 19,931,115

資産合計 51,783,933 49,308,977
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,239,022 1,820,578

短期借入金 5,999,643 5,700,247

1年内償還予定の社債 285,000 1,902,500

未払法人税等 1,686,002 1,756,147

賞与引当金 923,976 1,008,024

その他 1,936,768 2,131,676

流動負債合計 13,070,413 14,319,173

固定負債

社債 130,000 272,500

長期借入金 5,136,519 3,353,363

繰延税金負債 1,341,918 1,304,394

退職給付引当金 806,319 790,432

役員退職慰労引当金 209,368 221,086

その他 1,638,467 1,471,015

固定負債合計 9,262,592 7,412,792

負債合計 22,333,006 21,731,966

純資産の部

株主資本

資本金 5,287,940 5,287,940

資本剰余金 4,812,216 4,812,216

利益剰余金 22,714,770 20,272,919

自己株式 △160 △140

株主資本合計 32,814,766 30,372,935

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,240 21,828

為替換算調整勘定 △3,384,175 △2,827,433

評価・換算差額等合計 △3,373,934 △2,805,605

少数株主持分 10,095 9,681

純資産合計 29,450,927 27,577,011

負債純資産合計 51,783,933 49,308,977
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 22,009,414 24,918,415

売上原価 13,859,569 15,369,262

売上総利益 8,149,845 9,549,152

販売費及び一般管理費 ※
 3,840,218

※
 4,600,849

営業利益 4,309,626 4,948,302

営業外収益

受取利息及び配当金 25,529 20,098

和解金 40,000 40,000

デリバティブ運用益 142,430 －

その他 50,383 51,028

営業外収益合計 258,343 111,126

営業外費用

支払利息 106,779 99,279

為替差損 460,864 473,873

デリバティブ運用損 － 31,086

その他 26,091 20,961

営業外費用合計 593,734 625,201

経常利益 3,974,235 4,434,228

特別利益

固定資産売却益 59,096 5,089

貸倒引当金戻入額 － 8,661

特別利益合計 59,096 13,750

特別損失

固定資産売却損 659 5,709

固定資産除却損 88,932 43,952

たな卸資産廃棄損 － 34,414

その他 － 17,288

特別損失合計 89,592 101,365

税金等調整前四半期純利益 3,943,739 4,346,613

法人税、住民税及び事業税 1,587,573 1,631,790

法人税等調整額 △203,492 119,909

法人税等合計 1,384,080 1,751,699

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,594,913

少数株主利益又は少数株主損失（△） △86 835

四半期純利益 2,559,745 2,594,078
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 12,111,432 12,162,125

売上原価 7,277,966 7,982,983

売上総利益 4,833,466 4,179,142

販売費及び一般管理費 ※
 1,888,196

※
 2,266,655

営業利益 2,945,269 1,912,486

営業外収益

受取利息及び配当金 12,372 7,347

デリバティブ運用益 51,248 －

その他 44,238 15,137

営業外収益合計 107,859 22,484

営業外費用

支払利息 53,500 51,387

為替差損 471,710 13,535

デリバティブ運用損 － 9,172

その他 13,815 11,293

営業外費用合計 539,026 85,388

経常利益 2,514,101 1,849,582

特別利益

固定資産売却益 58,953 5,031

特別利益合計 58,953 5,031

特別損失

固定資産売却損 30 4,411

固定資産除却損 72,428 2,844

たな卸資産廃棄損 － 34,414

特別損失合計 72,458 41,670

税金等調整前四半期純利益 2,500,596 1,812,943

法人税、住民税及び事業税 795,713 533,926

法人税等調整額 152,888 245,270

法人税等合計 948,601 779,196

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,033,746

少数株主利益 390 401

四半期純利益 1,551,603 1,033,345
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,943,739 4,346,613

減価償却費 2,228,297 2,245,486

のれん償却額 14,441 7,220

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,328 △8,858

賞与引当金の増減額（△は減少） 56,114 △78,789

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15,374 15,915

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,952 △11,718

受取利息及び受取配当金 △25,529 △20,098

支払利息 106,779 99,279

為替差損益（△は益） 40,970 △54,376

固定資産除売却損益（△は益） 30,495 44,573

売上債権の増減額（△は増加） △2,022,960 △1,000,682

たな卸資産の増減額（△は増加） 310,080 △911,430

仕入債務の増減額（△は減少） △1,154,811 629,582

その他 △108,487 △246,073

小計 3,446,786 5,056,644

利息及び配当金の受取額 24,149 21,815

利息の支払額 △114,462 △102,141

法人税等の支払額 △560,773 △1,672,745

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,795,701 3,303,572

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △354,333 △188,731

定期預金の払戻による収入 88,110 2,761

有形固定資産の取得による支出 △1,976,500 △2,545,911

有形固定資産の売却による収入 20,560 64,659

無形固定資産の取得による支出 △49,809 △7,418

その他 19,548 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,252,425 △2,674,641

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 540,300 △310,000

長期借入れによる収入 950,000 4,300,000

長期借入金の返済による支出 △1,655,886 △1,888,179

社債の償還による支出 △378,000 △1,760,000

配当金の支払額 △121,782 △152,227

その他 △230,229 △293,272

財務活動によるキャッシュ・フロー △895,598 △103,679

現金及び現金同等物に係る換算差額 340,783 △308,950

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,539 216,300

現金及び現金同等物の期首残高 8,751,381 11,551,005

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,739,842

※
 11,767,305
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

 資産除去債務に関する会計基準の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

 

  

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当  1,081,756千円 

賞与引当金繰入額    232,369千円 

退職給付費用     33,021千円 

役員退職慰労引当金

繰入額
   6,952千円 

貸倒引当金繰入額  6,907千円 

給料手当  1,132,071千円 

賞与引当金繰入額    230,488千円 

退職給付費用     25,151千円 

役員退職慰労引当金

繰入額
   7,641千円 
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当     531,859千円 

賞与引当金繰入額 100,930千円 

退職給付費用  15,655千円 

役員退職慰労引当金

繰入額
  4,120千円 

貸倒引当金繰入額     5,146千円 

給料手当     568,640千円 

賞与引当金繰入額 108,535千円 

退職給付費用  12,395千円 

役員退職慰労引当金

繰入額
  4,200千円 

　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定  9,717,919

預入期間が３か月を超える定期預金 △978,077

現金及び現金同等物 8,739,842

　

 （千円）

現金及び預金勘定  12,657,027

預入期間が３か月を超える定期預金 △889,721

現金及び現金同等物 11,767,305

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  15,222千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  0千株

３．配当に関する事項

　　（1）配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 152,22710.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

　
   （2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月21日

取締役会
普通株式 76,113 5.00 平成22年９月30日 平成22年12月13日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 

電子・電装
・精密部品
事業
（千円）

半導体設備
事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 11,876,535226,899 7,99712,111,432 ― 12,111,432

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,954 ― 2,443 4,397 (4,397) ―

計 11,878,489226,89910,44012,115,830(4,397)12,111,432

営業利益〔又は営業損失（△）〕 3,660,740△331,857△19,2493,309,633(364,363)2,945,269

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 

電子・電装
・精密部品
事業
（千円）

半導体設備
事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 21,624,065377,336 8,01222,009,414 ― 22,009,414

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
8,216 ― 3,787 12,004(12,004) ―

計 21,632,282377,33611,79922,021,418(12,004)22,009,414

営業利益〔又は営業損失（△）〕 5,628,635△554,785△42,0875,031,761(722,134)4,309,626

　（注）１．事業区分の方法

事業は製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

(1）電子・電装・精密部品事業…コネクタ、精密成形品、自動車部品

(2）半導体設備事業…半導体封止装置、半導体製造周辺機器

(3）その他の事業…プラスチック成形周辺機器
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

その他
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 9,603,3562,376,003132,07312,111,432 ― 12,111,432

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,888,7603,109,25345,5335,043,547(5,043,547)―

計 11,492,1165,485,256177,60717,154,980(5,043,547)12,111,432

営業利益〔又は営業損失(△)〕 2,129,5951,240,532△48,5273,321,600(376,330)2,945,269

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

その他
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 17,823,8383,905,753279,82222,009,414 ― 22,009,414

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
2,914,2284,952,88778,1997,945,314(7,945,314)―

計 20,738,0668,858,640358,02129,954,729(7,945,314)22,009,414

営業利益〔又は営業損失(△)〕 3,345,3641,806,716△89,7995,062,280(752,654)4,309,626

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　  ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン、中国、インドネシア、ベトナム

(2）その他…アメリカ合衆国、フランス

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 8,494,759 425,803 8,920,563

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 12,111,432

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
70.2 3.5 73.7

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 14,853,798 757,056 15,610,855

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 22,009,414

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
67.5 3.4 70.9

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ、インドネシア、中国、台湾、韓国

(2）その他の地域…アメリカ合衆国等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品別に事業本部・事業部を置き、各事業本部・事業部は、取り扱う製品について国内及び海外の包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、事業本部・事業部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「電気・電子部

品事業」、「自動車部品事業」及び「設備事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「電気・電子部品事業」はコネクタ及び同関連部品（細線同軸コネクタ・超小型同軸コネクタ等）並びにエレク

トロニクス機構部品（ＨＤＤ用機構部品等）、「自動車部品事業」は自動車電装部品等（車載用センサー等）、

「設備事業」は半導体樹脂封止装置等をそれぞれ製造・販売しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　

電気・電子部品
事業

自動車部品
事業

設備
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 16,736,1176,154,5502,027,74724,918,415 － 24,918,415
セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 16,736,1176,154,5502,027,74724,918,415 － 24,918,415

セグメント利益 4,806,609789,575212,1335,808,319△860,0164,948,302

　

 当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　

電気・電子部品
事業

自動車部品
事業

設備
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 7,857,5683,137,3881,167,16812,162,125 － 12,162,125
セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 7,857,5683,137,3881,167,16812,162,125 － 12,162,125

セグメント利益 1,782,270377,429 97,0422,256,742△344,2551,912,486

　（注）１. セグメント利益の調整額の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 当第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結会計期間

セグメント間取引消去 83,821 83,821

全社費用※ △943,838 △428,076

合計 △860,016 △344,255

※　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない部門の一般管理費であります。

　　　　２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

    （追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,934.00円 １株当たり純資産額 1,810.93円

２．１株当たり四半期純利益金額
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前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 168.15円 １株当たり四半期純利益金額 170.41円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 2,559,745 2,594,078

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 2,559,745 2,594,078

期中平均株式数（千株） 15,222 15,222

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 101.93円 １株当たり四半期純利益金額 67.88円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 1,551,603 1,033,345

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,551,603 1,033,345

期中平均株式数（千株） 15,222 15,222

  

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。 

 

EDINET提出書類

第一精工株式会社(E01876)

四半期報告書

22/26



２【その他】

　平成22年10月21日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………76百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月13日

（注）　平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月６日

第一精工株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 堤　　　佳史　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山口　　弘志　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一精工株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一精工株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月９日

第一精工株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 堤　　　佳史　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山口　　弘志　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一精工株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一精工株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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